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①採用の任免の状況（２１年度）
給食調理員自動車運転手幼稚園教諭作業員保健師看護師医師一般事務合計区分

１１人1人1人1人11人25人採用者数
1人1人1人0人0人1人2人18人24人退職者数

小城市人事行政の運営等の状況の公表小城市人事行政の運営等の状況の公表
（（（（２２２２２２年年度公公表版））ににつついいてて年年度度公公表表版版））ににつついいてて

小城市人事行政の運営等の状況の公表
（２２年度公表版）について

小城市人事行政の運営等の状況の公表
（２２年度公表版）について

　地方公務員法第５８条の２の規定により人事行政の運営等における公正性、透明性を高めるため、小城市人事
行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年小城市条例第１９２号）に基づき、職員の任用、給与、勤務条
件その他の状況について、前年度の概要を公表します。
　詳しくは、市ホームページ（http://www.city.ogi.lg.jp/）をご覧ください。

【問合せ】　総務課　人事･給与係（牛津庁舎）　担当　池田・村岡　緯６３－８８１８

１．職員の任免及び職員数に関する状況

③定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要（各年４月１日現在）
（参考）
数値目標

１７年～２２年
計

２２年
５年目

２１年
４年目

２０年
３年目

１９年
２年目

１８年
１年目

１７年
計画始期

区分
部門

２５８人―255人２４８人２６４人２７３人２８０人２９０人職員数一般行政 △ ３２人△ ３５人（１０９．４％）7人△ １６人△　９人△　７人△ １０人増　減
９３人―81人８６人８９人９４人９８人９５人職員数教　育 △　２人△ １４人（７００．０％）△　5人△　３人△　５人△　４人３人増　減
９２人―103人１０４人１０７人１０５人１００人１０１人職員数公営企業等

会　計 △　９人２人（△　２２．２％）△　1人△　３人２人５人△　１人増　減
４４３人―439人４３８人４６０人４７２人４７８人４８６人職員数計 △ ４３人△ ４７人（１０９．３％）1人△ ２２人△ １２人△　６人△　８人増　減

（注）１　計画期間は、１７年から２２年の５年間です。
　　　２　平成２２年４月１日現在における定員管理の数値目標は４４３人で純減数は４３人（純減率８．８％）としていました。
　　　３　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
　　　４　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減
　　　　　数の累計を示すものです。

（２）職員数の状況

（１）職員の任免の状況

①部門別職員数の状況（各年４月１日現在）
＜参考＞人口１万
人当たり職員数

対前年
増減数

職員数区分
部門 平成２２年平成２１年

0人4人４人議　　会

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

△ 5人69人７４人総　　務
0人21人２１人税　　務

△ 2人69人７１人民　　生
12人36人２４人衛　　生
△ 1人29人３０人農林水産
0人6人６人商　　工
3人21人１８人土　　木

５４．８２人
類似団体７３．３２人

7人255人２４８人計

△ 5人81人８６人教育部門
７２．２３人

類似団体９６．３８人
2人336人３３４人小計

△ 1人68人６９人病　　院
会
計
部
門

公
営
企
業
等

0人6人６人水　　道
0人14人１４人下 水 道
0人15人１５人そ の 他

△ 1人103人１０４人小計
９４．３８人1人

[0人]
439人
[477人]

４３８人
［４７７人］合計

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数です。
　　　２　合計欄の［　］内は、条例定数の合計です。
　　　３　公営企業等会計部門の「その他」は、国民健
　　　　　康保険事業、後期高齢者医療事業及び介護
　　　　　保険事業に係るものです。
　　　４　類似団体の人口１万人当たりの職員数は、
　　　　　参考値として平成２１年のものを記載してい
　　　　　ます。

②年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）
５年前の
構成比構成比職員数区分

０．０％０．０％０人２０歳未満
２．５％２．５％１１人２０歳～２３歳
１１．５％４．８％２１人２４歳～２７歳
１０．７％１０．７％４７人２８歳～３１歳
１３．０％１０．３％４５人３２歳～３５歳
８．４％１４．６％６４人３６歳～３９歳
１０．１％１０．７％４７人４０歳～４３歳
１１．５％１３．４％５９人４４歳～４７歳
１２．８％１１．８％５２人４８歳～５１歳
１１．７％１１．８％５２人５２歳～５５歳
７．６％９．１％４０人５６歳～５９歳
０．２％０．２％１人６０歳以上
１００％１００％４３９人計

（注）採用者数は、平成２１年４月２日から平成２２年４月１日までの集計です。
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２． 職員の給与の状況
（１）総括
①人件費の状況（普通会計決算見込み）

（参考）
２０年度の人件費率

人件費率
Ｂ／Ａ　

人件費
Ｂ　実質収支歳出額

Ａ　
住民基本台帳
人口（２１年度末）区分

２１．８％１８．３％３，３５７，１３２千円６１４，４７６千円１８，３５０，７８１千円４６，５１５人２１年度
（注）　人件費には、特別職（市長、市議会議員及び区長ほか）に支給される給料、報酬等を含みます。

②職員給与費の状況（普通会計決算見込み）
１人当たり給与費

Ｂ／Ａ　
給与費職員数

Ａ　区分 　　　計　　Ｂ期末・勤勉手当職員手当給料
５，９２１千円１，９７１，５８８千円４７２，２８４千円２１４，５１５千円１，２８４，７８９千円３３３人２１年度

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　　２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数です。
　　　３　（参考）類似団体平均１人当たり給与費は、参考値として２０年度のものを記載し
　　　　　ています。

（参考）類似団体平均
１人当たり給与費

６，１３２千円

③特記事項
　ア　小城市は、平成１７年３月１日に旧小城郡４町（小城町、三日月町、牛津町及び芦刈町）が合併して発足した団体です。
　イ　小城市の類似団体類型区分（平成２１年４月１日現在）は、一般市（Ｉ－１）で構成団体数は１３６団体です。

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした
　　　　　場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体
　　　　　のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　３　市町村合併により、小城市に係る平成１６年の指数はありま
　　　　　せん。

（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況
①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

平均給与月額（国ベース）平均給与月額平均給料月額平均年齢区分
３３７，５３６円３８１，０３３円３１５，０３０円４１．９歳小城市

一般行政職
３６０，１９７円４０７，８３９円３３５，８６３円４３．９歳佐賀県

（参考）
平成２１年 ３９１，７７０円―３２５，５２１円４１．５歳国

３５５，６６０円３７９，０１３円３２８，４４７円４３．３歳類似団体
３０７，３２０円３１８，３９６円２９６，１３０円４５．４歳小城市

技能労務職
３４６，０７９円３７５，８７８円３２９，５４５円４９．４歳佐賀県

（参考）
平成２１年 ３２２，７３７円―２８５，５４８円４９．２歳国

３１８，６１２円３２９，１８４円３０５，０８８円４８．２歳類似団体

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす
　　　　　べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の
　　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　　　３　（参考）の佐賀県、国及び類似団体は、参考値として平成２１年のものを記載しています。

②職員の初任給及び経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）
経験年数別・学歴別平均給料月額初任給

　区分
経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年国小城市
３４０，２１７円２８９，０２０円２３６，５５７円１７２，２００円１６１，６００円大学卒

一般行政職
２９４，０２０円２５３，９１７円２１０，６００円１４０，１００円１４０，１００円高校卒
２７３，８４０円２７０，８６７円――１３７，２００円高校卒

技能労務職
――――１２５，４００円中学卒

（注）経験年数別・学歴別平均給料月額については、職員数が少ない職種の階層は、近似の階層で集計し、近似の階層に
も職員がいないものは省略しています。

④ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
平成１６年平成２１年区分
―９５．５小城市
９６．２９５．６類似団体平均
９８．２９８．４全国市平均
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（３）一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１　小城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

９級８級７級６級５級４級３級２級１級区分

部長課長、
参事

課長、
副課長、
主幹

副課長、
係長、
主査

係長、
主査主事主事標準的な

職務内容

６人１３人１３人４３人４８人３９人１８人職員数
３．３％７．２％７．２％２３．９％２６．７％２１．７％１０．０％構成比
２．６％７．９％８．９％２７．４％２３．７％２０．５％８．９％１年前
２．７％９．９％９．９％２９．０％２４．４％１３．０％１１．１％３年前

（４）職員の手当の状況
①期末手当・勤勉手当

国小城市区分

―１，４００千円１人当たり平均支給額
（２１年度）

同じ ２．７５月分期末手当
２１年度支給割合

同じ １．４０月分勤勉手当

５～２０％５～１５％役職加算加算措置の状況
（職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置）　 １０～２５％なし管理職加算

②退職手当（平成２２年４月１日現在）

国
小城市

区分
勧奨・定年自己都合

同じ

　３０．５５月分　２３．５０月分勤続２０年

支給率
　４１．３４月分　３３．５０月分勤続２５年
　５９．２８月分　４７．５０月分勤続３５年
　５９．２８月分　５９．２８月分最高限度額

同じ定年前早期退職特例措置
（２～２０％加算）その他の加算措置

同じなし退職時特別昇給
―２５，０６８千円８，４００千円１人当たり平均支給額

③特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

５０，４３８千円支給実績
（２１年度決算見込み）

１６．２％職員全体に占める手当支給
職員の割合（２１年度）

夜間看護手当、税務手 
当、環境衛生業務手当 
など１０種類　　　　　

手当の種類

⑤その他の手当（平成２２年４月１日現在）
２１年度決算（見込み）

国の制度
との異同内容手当名 支給職員１人当たり

平均支給年額支給実績

２３５，２２７円４７，７５１千円同じ扶養親族のある職員に支給扶養手当

２３５，２９０円２３，０５８千円同じ借家・借間に居住する
職員に支給住居手当

４９，１００円１５，７１２千円同じ通勤距離が片道２㎞以上である
職員に支給通勤手当

（注）上記手当のほか、管理職手当、管理職員特別勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当があります。

④時間外勤務手当

２０年度決算２１年度決算
（見込み）区分

９４，７５４千円１３５，５７４千円支給実績

２０８千円３１５千円
職員

１人当たり
平均支給年額
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１人当たり給与費
Ｂ／Ａ　

給与費職員数
Ａ　区分

　　計　Ｂ期末・勤勉手当職員手当給料
６，５６５千円３９，３９１千円９，８５６千円３，４０５千円２６，１３０千円６人２１年度

（５）特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）
給料月額等

区分 類似団体における
最高／最低額

９４０，０００円／２５９，０００円８２３，０００円市長
給料

７６９，０００円／２４９，０００円６５９，０００円副市長

５９８，０００円／２３０，０００円４６０，０００円議長

報酬 ５２２，０００円／２００，０００円４０１，０００円副議長

４６５，０００円／１８０，０００円３７４，０００円議員

（注）１　退職手当の算定方式は「給料月額×在
職年数×支給割合」で、支給時期は任
期毎です。

　　　２　「類似団体における最高／最低額」は、
参考値として平成２１年のものを記載し
ています。

（６）公営企業職員等の状況（水道事業）
① 職員給与費の状況（平成２１年度決算）

（参考）２０年度の総費用に
占める職員給与費比率

総費用に占める　　　
職員給与費比率Ｂ／Ａ

職員給与費
Ｂ　純損益又は実質収支総費用

Ａ　区分

１７．９％１８．４％４７，５６５千円１６，４５１千円２５８，５２７千円２１年度

（参考）団体平均
１人当たり給与費

６，７８１千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　　　２　職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数です。
　　　３　「（参考）団体平均１人当たり給与費」に係るものは、参考値として２０年度のものを記載しています。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）
平均月収額基本給平均年齢区分
５４２，９０２円３７９，０４４円４６．５歳小城市
５６４，０９４円３７０，３６２円４５．６歳団体平均

（注）１　平均月収額には、期末・
勤勉手当等を含みます。

　　　２　団体平均に係るものは、
参考値として平成２１年の
ものを記載しています。

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間の概要（平成２２年４月１日現在）

週休日休憩時間終了時刻開始時刻１日の正規の
勤務時間

１週間の正規の
勤務時間

日曜日及び土曜日１時間１７時１５分８時３０分７時間４５分３８時間４５分
（注）公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要がある職員は、上記以外の勤務時間等の割振りにより
　　　ます。

（２）その他の勤務条件の状況
①休暇の概要（平成２２年４月１日現在）

給与概要等休暇の種類
有給年２０日間付与年次有給休暇
有給医師の証明等に基づく必要最小限度の期間病気休暇
有給特別の事由による相当期間特別休暇
無給２週間以上継続して介護にあたる期間（６月以内）介護休暇
無給職員団体の業務又は活動に従事する期間（年２０日以内）組合休暇

支給割合区分２１年度
支給割合区分

５００／１００市長退職
手当

３．１０月分
（１５％）

市長
期
末
手
当

２９４／１００副市長副市長

３．１０月分
（１５％）

議長
副議長
議員
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受診率受診者対象者区分
９２．３％４０５人４３９人２１年度

４．職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分の状況（２１年度）

休職区分
２人心身の故障の場合

（２）懲戒処分の状況（２１年度）

５．職員の服務の状況（職員の守るべき義務の概要）
　地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために
勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。

６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１）研修の状況（２１年度）

受講者数主な研修区分
324人人権同和・メンタルヘルス研修職場研修
44人市町管理者研修、市町監督者研修　など階層別研修

共同研修
18人政策課題研修、市町政策法務研修　など特別研修
9人自治大学校（第２部課程）、自治体内分権　など研修所研修

派遣研修
2人市町等職員実務研修（佐賀県）実務研修

（２）勤務成績の評定の状況
　平成１８年度から制度構築に着手しており、１９年度から役職階層別に順次試行を行うなど制度確立に向けた
取り組みを進めています。２１年度は、係長級以上の職員に係る評価を試行しました。

７．職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）健康診断の実施状況

（注）対象者には、職員のほか市長、副市長及び教育長を含みます。

（２）公務災害補償の状況
　平成２１年度に公務災害又は通勤災害と認定された件数は、３件（うち通勤災害１件）です。

（３）職員の利益の保護の状況
　平成２１年度においては、勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申立て、ともに該当はあ
りません。

②一般職員の年次有給休暇の取得状況　（暦年：平成２１年１月１日～平成２１年１２月３１日）
消化率

Ｂ／Ａ 
平均取得日数

Ｂ／Ｃ 
全対象職員数

Ｃ 
総取得日数

Ｂ 
総付与日数

Ａ 
２４．２％９．３日／人２０４人１，８９０．４日７，８２０日

（注）全対象職員数とは、平成２１年１月１日から平成２１年１２月３１日の全期間を在籍した一般職員（非現業の一般職に属す
る職員のうち、市長部局に勤務する職員で交代制勤務の職員を除く。）に限り、当該期間の中途に採用された者及
び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く職員数です。

③育児休業等の利用状況（２１年度）

新規取得者の平均承認期間新たに取得可能となった対象職員数
育児休業取得者数

うち新規
１年１月１８人６人１７人

（注）１　育児休業取得者数には、その期間が当該年度以前から引き続いている職員数を含みます。
　　　２　男性職員の取得実績はありません。

該当者なし
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